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譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分（以下「本自己株式処

分」又は「処分」といいます。）を行うことについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．処分の概要 

（１） 処 分 期 日 2019年６月 20日 

（２） 処分する株式の種類

及 び 数 
当社普通株式 136,800株 

（３） 処 分 価 額 １株につき 5,020円 

（４） 処 分 総 額 686,736,000円 

（５） 処分先及びその人数

並びに処分株式の数 

執行役（内部監査担当を除く） ７名 94,800株 

執行役員（国内非居住者を除く） ７名 42,000株 

（６） そ の 他 本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券届出書の効

力発生を条件とします。 

 

２．処分の目的及び理由 

当社は、当社の執行役（内部監査担当を除きます。）及び執行役員（国内非居住者を除きます。以上の執行

役及び執行役員をあわせて以下「対象執行役等」といいます。）を対象に、企業価値の持続的な向上と株主の

皆様との価値共有を図ることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入

しております。 

本制度の概要等につきましては、以下のとおりです。 

 

【本制度の概要等】 

本制度は、対象執行役等に対し、金銭報酬債権を付与し、その全部を出資財産として会社に現物出資させる

ことで、対象執行役等に当社の普通株式を発行又は処分し、これを保有させるものです。 

また、本制度による当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象執行役等との間で譲渡制限付

株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとし、その内容としては、①対象執行役等

は、一定期間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」といいます。）につい

て、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと、②一定の事由が生じた場合には当社が本割当株

式を無償で取得すること等が含まれます。 

なお、本制度は、当社の中期経営計画初年度において対象期間に相応した譲渡制限付株式を一括支給するこ



とを原則としているため、支給対象期間を３年間とし、３事業年度分（当社第196期～第198期事業年度（2019

年４月１日～2022年３月31日））に相当する譲渡制限付株式報酬を支給いたします。 

また、譲渡制限期間中に、重大な不正会計や巨額損失が発生した場合は、役員毎の責任に応じ、累積した譲

渡制限付株式の全数又は一部を無償返還するクローバック条項を設定しています。 

 

３．本割当契約の概要 

（1）譲渡制限期間 2019年６月20日～2049年６月19日 

   対象執行役等が、本譲渡制限期間が満了する前に、当社の取締役、執行役、執行役員の地位を、任期

満了、死亡等により喪失した場合には、その時点で、割当株式数を支給対象期間（2019年４月1日～

2022年３月31日）に対応する在職期間により期間按分の上、（2）業績条件等による譲渡制限の解除に

記載の業績条件の達成度も踏まえて、譲渡制限を解除するものとします。 

（2）業績条件等による譲渡制限の解除 

当社は、2019年4月12日に開示した新中期経営計画（2019年度～2021年度）において「事業利益率」

「ROE」及び「EPS」の目標を、それぞれ、13.8%、11.5%、270円としております。これらの目標を均等

の指標とし、その達成度に応じて、本割当株式の全部又は一部について、本譲渡制限期間が満了した

時点において譲渡制限を解除いたします。ただし、対象執行役等による株式保有を促進する観点か

ら、本割当株式の３分の１については、本譲渡制限期間が満了した時点において、原則として、譲渡

制限が解除されるものといたします。 

また、譲渡制限が解除されない本割当株式について、当社は当然に無償で取得するものといたしま

す。 

 

４．払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

割当予定先に対する本自己株式処分は、本制度に基づく当社の第196期～198事業年度（2019年４月１日～

2022年３月31日）の譲渡制限付株式報酬として支給された金銭報酬債権を出資財産として行われるものです。

処分価額につきましては、恣意性を排除した価額とするため、2019年５月29日（取締役会決議日の前営業日）

の東京証券取引所市場第１部における当社の普通株式の終値である5,020円としております。これは、取締役会

決議日直前の市場株価であり、合理的でかつ特に有利な価額には該当しないものと考えております。 

 

 

以 上 


